
- 1 -

答申第１４４号

答 申

第１ 審査会の結論

実施機関の決定は妥当である。

第２ 諮問事案の概要

１ 行政文書の開示請求

審査請求人は、平成２３年７月５日、奈良県情報公開条例（平成１３年３月奈良県

条例第３８号。以下｢条例｣という。）第６条第１項の規定に基づき、奈良県警察本部

長（以下「実施機関」という。）に対し、「警察職員の違法又は不当な行為に関して、

内規等に基づく処分（地方公務員法に基づく懲戒処分を除く）を行う際の処分基準と

なるもの」の開示請求を行った。

２ 実施機関の決定

平成２３年７月１９日、実施機関は、本件開示請求に対応する行政文書として、「

奈良県警察職員懲戒等取扱規程」（昭和２９年９月奈良県警察本部訓令第１８号。以

下「本件行政文書」という。）を特定した上で、行政文書の全部開示決定（以下「本

件決定」という。）を行い、審査請求人に通知した。

３ 審査請求

審査請求人は、平成２３年８月２５日、本件決定を不服として、行政不服審査法（

昭和３７年法律第１６０号）第５条の規定に基づき、実施機関の上級行政庁である奈

良県公安委員会（以下「諮問実施機関」という。）に対し、本件行政文書以外の本件

開示請求に対応する行政文書の開示を求める審査請求を行った。

４ 諮 問

平成２３年９月１日、諮問実施機関は、条例第１９条の規定に基づき、奈良県情報

公開審査会（以下「当審査会」という。）に対して、当該審査請求に係る諮問を行っ

た。

第３ 審査請求人の主張要旨

１ 審査請求の趣旨

原処分に加えて、「処分基準」を開示せよとの裁決を求める。

２ 審査請求の理由
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審査請求人が、審査請求書において主張している審査請求の理由は、おおむね次の

とおりである。

開示を受けた本件行政文書は、奈良県警察職員の規律違反に対する訓戒及び注意の

手続等について必要な事項を定めたものであるが、私が開示請求した「処分基準」と

は異なる。私が開示請求した「処分基準」とは、警察職員の違法又は不当行為などの

規律違反に対して厳正かつ公正に対処するために、過去の規律違反事例を類型化して

作成された標準的な懲戒的処分の基準を定めたもので、処分量定の決定に際しての指

針となるものである。例えば、交通違反告知において、警察官が法令の存否について

虚偽説明を行った上で、署名押印を強要した違法又は不当な行為の場合は「停職○か

月」、交通違反の事実認定に警察官の瑕疵があった場合は「戒告」、あるいは、正当

な理由なく欠勤した場合は「停職又は免職」等、標準的な事例に対応する処分量刑が

示されている「処分基準」である。

以上のとおり、開示請求した行政文書が開示されていないので、実施機関は、開示

請求された行政文書を開示すべきである。

第４ 諮問実施機関の説明要旨

諮問実施機関が、理由説明書等において説明している本件決定の理由は、おおむね

次のとおりである。

実施機関が行う懲戒処分は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２９条

第１項を根拠として、同項各号に規定された事由があった場合、公務員関係の秩序を

維持するために公務員個人に対して科せられる制裁であり、実施機関が行う処分であ

る。

実施機関における懲戒処分の手続については、本件行政文書が定められている。

職員に規律違反があるときは、本件行政文書に基づいて職員に対する「懲戒処分」

を、職員の規律違反が軽微なものであって警察本部長が懲戒処分を要しないと認める

ときは、「訓戒処分」を、特に軽微なものであって、懲戒処分又は訓戒処分を要しな

いと認めるときは「注意処分」を行うと本件行政文書に規定されている。

所属長等から警察本部長に対して職員の規律違反の申告がなされれば、警察本部長

は主管課である監察課に事実関係の調査を行わせ、懲戒処分の指針（平成２１年３月

２６日付け警察庁丙人発第８３号。以下「懲戒指針」という。）や過去の事例、調査

結果等に照らし合わせ、懲戒手続に付する必要があると認めるときは、本件行政文書

にのっとり懲戒審査委員会に審査を要求することとなる。

懲戒審査委員会では、事実の調査結果及び事案の態様や軽重、社会的反響を考慮し

た上で、当県や他府県で過去に発生した同種事案の処分事例も参考に、懲戒処分の要

否、種別、程度その他必要と認める事項を決定して警察本部長に勧告し、勧告を受け

た警察本部長が判断をして処分を決定している。

以上のとおり、職員の処分に関する基準は、懲戒指針が警察庁において定められて

いるのみで、審査請求人が求めている懲戒処分以外の訓戒処分や注意処分についての

個別具体的な指針等は存在せず、本件行政文書に基づいて規律違反が「軽微」又は

「特に軽微」かを事案ごとに判断して措置内容を決定することから、本件開示請求の
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対象行政文書として本件行政文書を特定し、本件処分を行ったものである。

第５ 審査会の判断理由

当審査会は、本件事案について審査した結果、次のとおり判断する。

１ 基本的な考え方

条例は、その第１条にあるように、県政に対する県民の理解と信頼を深め、県民の

県政への参加を促進し、もって県民の知る権利への理解を深めつつ、県の有するその

諸活動を県民に説明する責務が全うされるようにするとともに、公正で開かれた県民

本位の県政を一層推進することを目的として制定されたものであり、その解釈・運用

に当たっては、県民の行政文書開示請求権を十分尊重する見地から行わなければなら

ない。

したがって、当審査会は県民の行政文書開示請求権を十分尊重するという条例の趣

旨に従い、諮問実施機関の意見聴取のみにとどまらず、審査に必要な関係資料の提出

を求め、当審査会により調査を行い、条例の適用について判断することとした。

２ 本件決定の妥当性について

審査請求人は、本件行政文書以外の本件開示請求に対応する行政文書の開示を求め

ているのに対し、諮問実施機関は、当該文書を作成又は取得しておらず、本件開示請

求に対応する行政文書は本件行政文書のみであると主張しているので、以下検討する。

（１）本件行政文書に係る特定について

本件開示請求において開示を求められている行政文書は、警察職員の規律違反に

対する処分（地方公務員法に基づく懲戒処分を除く。）に係る処分基準となるもの

が記載された文書である。

当審査会において本件行政文書を見分したところ、本件行政文書には、奈良県警

察職員の懲戒の取扱いについて定められているほか、地方公務員法に基づく懲戒処

分以外の処分として、訓戒処分及び注意処分について定められている。

さらに、訓戒処分については、職員の規律違反が軽微なものであってこれに対し

懲戒処分を要しないと認めるときに行うものである旨が定められ、また、注意処分

については、職員の規律違反が特に軽微なものであってこれに対し懲戒処分又は訓

戒処分を要しないと認めるときに行うものである旨が定められている。これらの記

述は、訓戒処分及び注意処分に係る処分基準となるものであることが認められる。

そうすると、実施機関が本件開示請求に対応する文書として本件行政文書を特定

したことは、妥当であると判断する。

（２）本件行政文書以外の本件開示請求に対応する行政文書の不存在について

実施機関においては、所属長等から警察本部長に対して職員の規律違反の申告が

なされれば、警察本部長は主管課である監察課に事実関係の調査を行わせ、懲戒指

針や過去の事例、調査結果等に照らし合わせ、懲戒手続に付する必要があると認め
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るときは、本件行政文書にのっとり懲戒審査委員会に審査を要求することとなる。

そして、審査を要求された懲戒審査委員会では、事実の調査結果及び事案の態様や

軽重、社会的反響を考慮した上で、奈良県や他府県で過去に発生した同種事案の処

分事例も参考に、懲戒処分の要否、種別、程度その他必要と認める事項を決定して

警察本部長に勧告し、勧告を受けた警察本部長が判断をして処分を決定していると

のことである。

以上のとおり、実施機関においては、職員の処分に関する基準は、懲戒指針が警

察庁において定められているのみで、審査請求人が求めている懲戒処分以外の訓戒

処分や注意処分についての個別具体的な指針等は存在せず、本件行政文書に基づい

て規律違反が「軽微」又は「特に軽微」かを事案ごとに判断して措置内容を決定す

るとのことである。

そうすると、本件行政文書以外の本件開示請求に対応する行政文書を作成又は取

得していないとする諮問実施機関の説明に、特段不合理、不自然な点はなく、当該

文書が存在すると推測させる特段の事情もない。

したがって、当該文書は存在しないとする諮問実施機関の説明は是認できると判

断する。

３ 結 論

以上の事実及び理由により、当審査会は「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。

第６ 審査会の審査経過

当審査会の審査経過は、別紙のとおりである。
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（別 紙）

審 査 会 の 審 査 経 過

年 月 日 審 査 経 過

平成２３年 ９月 １日 ・ 諮問実施機関から諮問を受けた。

平成２３年 ９月２９日 ・ 諮問実施機関から理由説明書の提出を受けた。

平成２４年 ３月１６日 ・ 事案の審議を行った。

（第１５２回審査会）

平成２４年 ５月１５日 ・ 諮問実施機関から不開示理由等を聴取した。

（第１５３回審査会） ・ 事案の審議を行った。

平成２４年 ５月３１日 ・ 事案の審議を行った。

（第１５４回審査会）

平成２４年 ６月２６日 ・ 答申案のとりまとめを行った。

（第１５５回審査会）

平成２４年 ７月１８日 ・ 諮問実施機関に対して答申を行った。
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